	就　業　規　則


株式会社　湯元舘

経営理念（Corporate Policy)

　利他グループは社会的責任を自覚し、次の目的を達成する。
1.お客様に楽しさとやすらぎを提供する。

1.社員が仕事を通じて人格と能力を向上させる。

1.正しい利益と発展により社会に貢献する。
第１章　総則
第１条（目的）
株式会社湯元舘（以下「会社」といいます）の従業員の労働条件及び服務規律に関する事項はこの就業規則（以下「規則」といいます）によりますが、定めのない事項については法令の定めによります。
２・会社は従業員と契約した労働条件その他従業員の待遇に関する部分が規則の定めより下回る場合には、この規則迄修正したものとします。
３．この規則の定めが法令の改正に伴って下回るようになった場合には下回る部分については無効となって法令の定める基準まで修正したものとします。
第２条（会社及び従業員のあり方）
会社と従業員は相互信頼の上に立ち一体となって共に規則を守り協力して会社の発展と従業員の福祉の増進に努めましょう。
　　　
第３条（従業員の定義）
規則で従業員とは、会社と労働契約（以下「契約」といいます）を締結して業務に従事する次の人をいいます。
（１）一般社員
（２）定期社員
（３）臨時社員
２．一般社員とは定年で従業員の資格を喪失する迄の間、期間の定めのない契約を締結する人をいい、定期社員、臨時社員とは、それぞれについて１年以内の期間を定め契約を締結する人をいいます。
第４条（適用範囲）
この規則は特に従業員を種類別に指定しない限り、会社の業務に従事する全ての人に適用します。
第５条（管理者の定義）
規則で所属長とは次の管理者をいい、所属従業員が職務を行うにあたり、管理の権限と責任をもちます。
（１）部長
（２）次長
（３）課長
（４）係長
（５）主任
２．部長及び次長、課長については、労務管理について経営者と一体的な立場にある人として大幅な権限の委譲を行いますから、深夜業の定めを適用しますが労働時間・休憩及び休日の定めを適用しません。
３．第１項に定める管理者の任期は１年以内とし、重任を認めます。
第６条（専門職者の定義）
規則で専門職者とは次の人をいい、職務について専門的な知識及び経験を持ち管理者を補佐します。
（１）部長補佐
（２）課長補佐
（３）係長補佐
（４）主任補佐
２．部長補佐については職務を行うにあたり、経営者及び管理者の活動と一体的な立場にある人として大幅な権限委譲を行いますから、深夜業の定めを適用しますが労働時間・休憩及び休日の定めを適用しません。
３．業務の都合その他必要がある場合には、専門職者は管理者の職務を代理又は代行することがあります。
第７条（規則の周知）
会社は規則を従業員の採用の時に明示して契約し、変更の時にも事前に知らせます。
２．従業員は規則を常によく知っていなければなりません。従って、知らなかったからといって違反を免れる事は出来ません。
第８条（期間の解釈）
規則において年・月・週及び日という期間を示す文言のある場合には、別に指定しない限り、事由発生の最初の日より起算して休日及び休暇を含めて暦日計算をします。
第９条（勤続期間の計算）
勤続期間の計算は、法令又は別に定めるものの他は、一般社員として新規就労の日から起算し、これを算定すべき事由の生じた日迄とします。但しその他の社員については、必要がある場合には契約期間を通算して勤続期間とみなすことがあります。
第１０条（届出又は願出）
規則に基づいて、届出又は願出を必要とする場合には、所属長がやむを得ないと認める場合の他は会社所定の様式で、自筆、かつ、自費でしなければなりません。
２．前項に定めるところに違反し、または手続を怠った場合には、所定の取扱を受けることが出来ません。
第１１条（疑義又は異議申し立ての場合の取扱）
規則で判らない点があった場合、又は意見の申し出があった場合には、所属長はすぐに解決を図る必要がありますが、重要な事項については所属長の意見を述べて社長の決定を受ける必要があります。
第１２条（適用上の緩和慣行の否認）
規則の一部について、運用上において定めに相違している事実を所属長が知った場合、会社は直ちにこの取扱を否認するか、若しくは変更します。
２．前項の場合には、従業員は、慣行を理由として反対することは出来ません。
第１３条（規則の変更）
会社はこの規則及びこれに附随する諸規則を変更する場合には、従業員の過半数を代表する人（以下「従業員代表」といいます）の意見を聞いた上充分参考にして行います。
第２章　採用
第１４条（一般契約）
会社は一般社員と契約（以下「一般契約」といいます）する場合には、個別の労働条件の他に、将来の異動などの予想範囲を含んだ就業場所・従事すべき職務に関する事項などを明示してから会社所定の契約書に双方署名捺印して締結します。
第１５条（契約手続）
従業員としての契約を締結する人は、契約時に次の書類を届出なければなりません。但し、求職の際に提出した書類に変更のない場合、又は会社が必要ないと認めた場合には、一部を省略することがありますが、必要書類の提出のない場合には、会社は契約を締結しません。
（１）自筆の履歴書（最近３ヶ月以内の写真貼付）
（２）住民票記載事項証明書（本籍地表記のあるもの）
（３）使用証明書（職歴者の内特定の職務に従事する人のみ）
（４）親権者又は後見人の同意書（未成年のみ）
（５）学業成績証明書（学卒後３年以内の人のみ）
（６）卒業証明書（学卒後３年以内の人のみ）
（７）免許証・検定書・資格証明書など（証書のある人のみ）
（８）身元保証契約書（特定の職務に従事する人のみ）
（９）通勤方法の届出書
（10）扶養家族の届出書及び扶養に関する法定申告書
（11）年金手帳及び雇用保険被保険者証（在来被保険者であった人のみ）
（12）その年の前勤務先の個人源泉徴収票(前勤務先のあった人のみ)
（13）健康診断書（入社前３か月以内のもの）
（14）前各号の他、契約に必要と認めた書類
２．前項の届出書類中の記載事項に異動を生じた場合には、７日以内に届出なければなりません。
３．前２項の届出を怠ったために従業員が不利益を受けた場合には、会社は責任を負いません。
４．会社は前各項の届出書類中に虚偽の記載のあった場合には、契約を取り消すことがあります。
第１６条（定期契約・雇止めの予告・退職の自由）
会社は定期社員と新規就労日に１年以内の必要期間について契約（以下「定期契約」といいます）をする場合には、従事すべき職務・就業場所・賃金その他労働条件及び契約条件を明示してから、会社所定の契約書に双方署名捺印して締結します。

２．定期社員とは、フルタイム有期契約者として職務遂行能力などに係わらず、会社が職務遂行上特定の業務に従事するために必要とする期間だけについて契約する嘱託その他の人をいいます。
３．会社は定期契約期間中に、会社のやむを得ない事情によるか、又は従業員として契約の続行を不適当と認めた場合には、期間中であっても契約を打ち切ることがあります。
４．会社は、有期労働契約（雇入れの日から起算して３回以上の更新を行った者、１年を超えて継続勤務している者に係るものに限り、あらかじめ当該契約を更新しない旨明示されているものを除きます。）を更新しないこととしようとする場合には、少なくとも当該契約期間の満了とする日の３０日前までに、その予告をしなければならないものとします。
５．有期労働契約従業員は、一定の場合を除き、当該労働契約の期間の初日から１年を経過した日以後においては、いつでも退職することができます。
第１７条（定期社員から一般社員への転換）

会社は本人が希望し、次の要件を全て満たす定期社員との定期契約を、一般社員との一般契約に転換することがあります。

（１）定期社員としての勤続期間が６カ月を超える者。

　　　ただし、有期実習型訓練を終了した者は、この限りでない。

（２）一般社員と同様の勤務時間、日数で勤務が可能な者。

（３）所属長の推薦があり、社長が面接試験を実施し合格した者。

２．転換時期は、前項の要件を満たした日から随時行なうものとする。
第１８条（試用期間）
新たに採用した一般社員については、採用の日から３ヶ月間を試用期間とします。但し、会社が適当と認めるときは試用期間を短縮し、又は設けないことがあります。

２．第１項の試用期間は、会社が必要と認めた場合は、３ヶ月の範囲で期間を定め更に延長することができます。この場合、事前に本人宛に通知します。

３．試用期間を経て引き続き雇用されるときは、試用期間の当初から採用されたものとし勤続年数に通算します。
第１９条（臨時契約）
会社は臨時社員とそれぞれ期間の定めのある臨時契約をするにあたり会社所定の契約書に双方署名捺印して締結します。
（１）日々雇い入れる人
（２）２ヶ月以内の期間を定めて使用する人
（３）１年以内の必要期間を定めて使用する人

２．臨時社員とは、前項第１号から第３号の人について、原則として通常の所定労働日又は所定労働時間を勤務できない人をいいます。
３．第１項の契約に際しては、それぞれについて期間・賃金・労働日・休日・就業場所などを個別に契約します。
４．会社は、臨時契約の期間中に、会社のやむを得ない事情によるか、又は従業員として契約を続行していくことを不適当と認めた場合には、期間中であっても契約を打ち切ることがあります。

第２０条（臨時社員から一般社員への転換）
会社は本人が希望し、次の要件を全て満たす臨時社員との臨時契約を、一般社員との一般契約に転換することがあります。
（1） 臨時社員としての勤続期間が６カ月を超える者。
ただし、有期実習型訓練を終了した者は、この限りでない。

（２）一般社員と同様の勤務時間、日数で勤務が可能な者。
（３）所属長の推薦があり、社長が面接試験を実施し合格した者。

２．転換時期は、前項の要件を満たした日から随時行なうものとする。
第２１条（親権者若しくは後見人の同意）
従業員が未成年の場合には、契約時に親権者若しくは後見人の同意書を届出なければなりません。
第２２条（保証手続）
保証人は、成人で独立の生計を営み、賠償能力を持った人であって、かつ、会社が承認した人に限ります。
２．保証人は、会社と契約した条項の範囲で保証期間中の従業員の行為について従業員と連帯して保証し、従業員としての身分喪失後においても責任は残ります。
３．会社は、保証書の届出があった場合には、保証人に対し、保証の確認をとることがあります。
４．保証期間は５年とし、従業員は、期間満了前に保証の更新をする必要があります。但し、更新後の保証人は従来の保証人に限りません。
５．保証人が死亡した場合は、死亡後１４日以内に適当な保証人をたてる必要があります。又保証人が保証の責任解除を申し出た場合にも、申し出後１４日以内に適当な保証人をたてる必要があります。
６．保証人が住所氏名を変更した場合には、従業員は、保証人より会社に対し１４日以内に届出るよう取り計らわねばなりません。
７．会社は従業員の職務又は就業場所が変わった為に保証人の責任が重くなり、又は監督が困難になるものと認めた場合は、直ちに保証人に変更事項を通知して承認をうけます。
８．会社は、従業員が職務上不適任又は不誠実な業績があって、これが為に保証人の責任を引き起こす恐れのあることを知ったときは、直ちに保証人に詳細を通知します。
９．保証人が第７項の変更に応ずることが出来ない場合又は前項に基づいて保証契約を将来に向かって解除した場合には、従業員は１４日以内に適当な保証人をたてる必要があります。
10．第５項及び前項の定めに基づく保証の更新の場合の保証期間は、それぞれ更新時より５年です。
第３章　職場の配置と異動
第２３条（職場配置と異動の決定の原則）
会社は従業員の学識・技能・経験・適性などを考慮して職務の分担・職場の配置及び異動の決定を行います。この決定については、正当の理由がなければ断ることは出来ません。
２．旅館業の特殊性に鑑みて、従業員それぞれに１つの職務だけでなく、２つ以上の職務を担当させる他、必要があるときは、他の職場の応援もさせます。
３．異動の決定は、業務の都合の他、次の場合に行います。
（１）本人の業績・執務態度などを検討して、適当と認められる職場に移す場合
（２）本人の健康状態・勤務状況などを検討して、適当と認められる職場に移す場　　　合
（３）病弱要保護者と妊娠時の女性については、本人の請求により会社が必要と認めた場合
（４）事業の拡張・縮小・変更・廃止などの場合
（５）組織機構・職務分掌及び職務権限の変更の場合
（６）復職者で従前の職場に従事できない場合
（７）その他必要と認めた場合
第２４条（管理者の任免）
業務の都合その他の事情によって必要がある場合には、会社は従業員を管理者に就任させ、又は解任することがあります。
２．この場合には、正当の理由がなければ断ることは出来ません。
第２５条（職種の変更）
業務の都合その他の事情によって必要がある場合には、会社は従業員を他の職種に変更させることがあります。
２．この場合には、正当の理由がなければ断ることは出来ません。
第２６条（職務の引継）
従業員が退職する場合、又は異動・休職若しくは解雇をされた場合には、交付又は貸与をうけた物品・担当の書類・金品等を引き渡すと共に、処理の済んでいないもの、特に今迄の手続で明確にすべきもの等について、その件名を列記し、かつ将来処分の要項等自分の意見を付けた引継書を作成の上、後任者に引き継がねばなりません。
２．この職務の引継をした場合には、その旨を後任者と共に所属長に報告する必要があります。
３．従業員が解雇され、又は退職した後でも、事務引継を終わらない場合には、在職中と同様の責務を負わねばなりません。
第４章　出張・出向及び応援
第２７条（出張）
業務の都合その他の事情によって必要がある場合には、所属長は従業員に、出張先・用件・日程などを指示して出張させることがあります。
２．この場合には、正当の理由がなければ断ることは出来ません。
３．従業員は自分の担当職務について出張する必要を認めた場合には、所属長に出張先・用件・日程などを申し出て、その許可をうける必要があります。
４．やむを得ない事由で出張予定を変更しようとする場合には、予め所属長の許可をうけねばなりません。
５．これらの場合に緊急の事情のため許可を受けられなかった場合には、連絡のつき次第早く、事後承認をうけねばなりません。
６．従業員は出張中、所属長に対し、所定の連絡をして常に居所・行動等を明らかにすると共に、帰社後すぐに所属長に対し、出張の結果を報告しなければなりません。
７．従業員は、出張中でも特別の指定のない限り、所属長の管理下にあります。
第２８条（出向）
業務の都合その他の事情によって必要がある場合には、会社は従業員に対し、予め一定期間、本人の就業場所以外の特定場所に出向を指示することがあります。
２．この場合には、正当の理由がなければ断ることは出来ません。
３．出向の場合には、従業員の資格は会社にあって、出向・休職及び資格喪失並びに服務規律・表彰及び懲戒の一部については会社の規則の定めによりますが、服務上の管理については相手先の定める規則に従い、業務上の指揮も相手先から受けねばなりません。
４．出向を指示された人は、業務の都合により特に赴任期日を指定されない限り、指示の日から７日以内に赴任する必要があります。但し職務の引継・病気その他やむを得ない事情のため赴任が遅れる場合には、予め所属長の許可を受ける必要があります。
５．出向者が、その必要のなくなった場合には、会社は復職を指示します。
第２９条（応援）
業務の都合その他の事情によって必要がある場合には、所属長は、従業員に他の職場への応援をさせることがあります。
２．この場合には、正当の理由がなければ断ることは出来ません。
３．応援を指示された人は、所属長の管理下のままに、所属長の指定の日時に指定
された職場に赴き、その職場の管理者の業務上の指揮をうけねばなりません。
第５章　休職
第３０条（休職の原則）
従業員が次の各号の一に該当した場合には会社は休職を指示します。
（１）業務外傷病の為、引き続き１ヶ月間欠勤しても治癒しない場合。但し、欠勤期間中に引き続き１４日以内の出社をしても、同一事由で再び欠勤した場合には、欠勤の日を通算することがある他、その欠勤期間中の年次有給休暇については出社の取り扱いをしません。
（２）私事の為引き続き１ヶ月間欠勤しても、尚欠勤を必要とする場合。尚、前号の但し書きを、この場合にも準用します。
（３）資格免許を必要とする業務に従事する人が、資格免許の停止をうけ、他の職場に配置転換できない場合
（４）法令に定められた疾病にかかり、相当期間隔離された場合
（５）公職に就任し会社の業務が出来にくい恐れがあると認められた場合
（６）精神又は身体の障害により業務が出来なくなったか、職場に悪影響を及ぼす為出社を不適当と認められた場合
（７）自分の非行による刑事事件に関し身柄拘束され、就業することが不可能と認められた場合
（８）懲戒に該当すると認められる行為があって懲戒処分の審査中であるが、処分決定の日迄出社を不適当と認められた場合
（９）関係する企業又は団体に出向を指示させられた場合
（10）その他前各号に準ずる事情があって、休職させることを適当と認められた場　　　合
第３１条（休職期間）
前条の定めによる休職期間は次の通りです。
（１）第１号の場合
　　①勤続年数　５年未満＝１ヶ月以内
　　②勤続年数　５年以上＝３ヶ月以内
（２）第２号の場合＝３ヶ月
（３）第３号の場合＝免許停止期間
（４）第４号の場合＝隔離期間
（５）第５号の場合＝公職就任期間
（６）第６号の場合＝出社差し控え期間
（７）第７号の場合＝身柄拘束期間
（８）第８号の場合＝出社差し控え期間
（９）第９号の場合＝出向期間
（10）第１０号の場合＝必要期間
２．前項の期間は、前条に定める休職事由の消滅の日を終期とし、又特別の事情のある場合には延長を指示することがあります。
３．管理者及び専門職者が休職となった場合には、その資格を解かれます。
４．業務外の傷病による休職者は、休職期間中、毎月会社に診断書を届ける他、会社が必要と認めた場合には、会社の指定する医師の診断をうけねばなりません。
５．私事欠勤による欠勤者は、休職期間中状況に応じて事情を会社に報告しなければなりません。
第３２条（休職期間の通算）
休職中の期間は、法令の定め、又は特に指定のないものの他は、勤続年数に通算されません。但し、第３０条に定める条項の内、第９号及び第１０号の場合並びに第８号に該当したが懲戒をうけなかった場合には通算します。
第３３条（休職者の義務）
休職を指示された人は、異動に準じて事務引継をしなければなりません。
２．休職者は、会社の許可なしに休職事由以外の他の業務に就くことは出来ません。
３．休職期間中には休暇を与えません。
４．会社は業務に必要な場合には、休職者を休職期間中に復職させたり、休職期間の短縮をしたり、又は呼び出しをすることがあります。
５．前項によって復職、休職期間の短縮又は呼び出しを指示された人は、正当の理由がなければ断ることは出来ません。
６．休職者について解雇の事由が起きた場合には、休職中でも解雇することがあります。

第３４条（復職の条件）
休職事由がなくなった場合には、従業員はすぐに復職願いを提出しなければなりません。
２．復職願いを提出した人は、会社の承認がある迄は業務に就くことは出来ません。
３．第１項の場合において、会社が復職を不適当と認めた場合には、復職を承認しないで、引き続き残っている休職期間の範囲で休職させます。

４．傷病による休職者が復職する場合に、会社の指定する医師が診断して、その結果尚復職に支障があると認められた場合には、復職させません。
５．傷病による休職者が、復職後６ヶ月以内に同一の事由で再び１４日以上連続して出社しなかった場合には、復職を取り消し、取り消し前の休職期間と通算して期間満了まで休職させます。

第３５条（休職期間の満了）
休職を命ぜられた者が、休職期間満了時においてもなお復職できない場合は、休職期間満了の日をもって自然退職とし、翌日、社員としての身分を喪失します。
２．休職事由がなくなっても、第３０条第７号に該当して有罪と認められた場合、並びに第６号・第８号に該当して解雇又は懲戒解雇することが適当と認められた場合には、即時解雇するか、又は解雇の予告をします。
３．休職期間中に契約期間が満了する場合には、満了日を休職期間の終期とします。
第６章定年・身分喪失・退職・解雇及び契約解除
第３６条（定年）
従業員の定年は、満６５歳とし、定年に達した日の属する賃金の締切日を以て身分を喪失します。
第３７条（資格喪失）
従業員が次の各号の一に該当する場合には、その日限り従業員としての資格を失います。
（１）本人の都合により退職を願い出て会社の承認があった場合
（２）労働条件の相違を理由として本人より契約解除の場合
（３）死亡の場合
（４）定年により資格を喪失した場合
（５）期間の定めのある契約が終了した場合
（６）解雇になった場合
（７）懲戒解雇になった場合
第３８条（任意退職）
従業員は退職しようとする場合には、１ヶ月前までに所属長を経由して会社に、その理由を記載した退職願を提出して承認をうけねばなりません。
２．退職願を提出した人は、会社の承認があるまで、従前の職務に従事しなければなりません。
３．第１項及び前条第１号但し但し書きに関わらず、部長・次長・課長については、賃金締切期間の後半に退職願を提出する場合には、３ヶ月前に提出しなければなりません。
第３８条の２（退職時の証明・解雇事由の明示・雇止めの理由の明示）
従業員が退職の場合において使用期間、業務の種類、その事業における地位、賃金又は退職の事由（退職の事由が解雇の場合にあっては、その理由を含む）について証明書を請求した場合においては、遅滞なく交付します。
２．従業員が、解雇の予告がされた日から退職の日までの間において、当該解雇の事由を記載した文書の交付を請求した場合においては、会社は遅滞なくこれを交付します。
３．有期労働契約従業員が、契約を更新しないこととする事由について証明書を請求したときは、会社は、遅滞なくこれを交付し、有期契約が更新されなかった場合において、更新されなかった事由について証明書を請求したときは、会社は、遅滞なくこれを交付します。

第３９条（解雇）
会社は、従業員が次の各号の一に該当する場合には、３０日前に予告するか、又は３０日分の平均賃金を支払って即時解雇します。但し、引き続き１ヶ月を超えて使用されていない日々雇い入れの人、引き続き２ヶ月を超えて使用されていない２ヶ月以内の期間を定めて契約した人及び採用の日から１４日以内の試用期間中の人には、予告せず、又は平均賃金を支払わないで即時解雇します。
（１）精神又は身体の障害により、職務を遂行することに耐えられないと認められた場合
（２）業種・執務態度若しくは出勤状況が不良であるか又は職務遂行能力が著しく低下したか、未熟のままだったか、若しくは職場に合わない為、異動しても就業に適しないと認められた場合
（３）法令の規定によって打ち切り補償を支払った場合又は長期傷病補償年金を受けて１年６ヶ月を経過した場合
（４）業務の整備・休止・合理化その他により剰員が出来て、適当な就業職場のない場合
（５）経営の縮小・休業・転換など経営上やむを得ない場合
（６）その他前各号に準ずる事情があって、解雇することを適当と認められた場合
２．この予告の日数は、平均賃金を支払った日数だけ短縮することがあります。
３．天災事変その他やむを得ない事由の為事業の継続が不可能となった場合、又は従業員の責めに帰すべき事由で解雇する場合であって、その事由について労働基準監督署長の認定を受けた場合には、予告又は平均賃金を支払わずに即時解雇します。
４．１８歳未満の人が解雇の日から１４日以内に帰郷する場合には、会社は必要な旅費を負担します。但し、従業員の責めに帰すべき事由で解雇され、会社がその事由について労働基準監督署長の認定を受けた場合を除きます。
５．会社は、解雇され、又は退職した人に対し、請求後７日以内に積立金・保証金・貯蓄金その他名称の如何を問わず従業員の権利に属する金品を返します。但し、金品に関して争いがある場合には、異議のない部分を７日以内に返します。
６．会社は、次の各号の一に当たる期間及びその後の３０日間については、従業員を解雇しません。但し第１号の場合において療養開始後３年を経過しても傷病が治らないで打ち切り補償を支払った場合（法律上支払ったとみなされる場合を含みます）又は天災事変その他やむを得ない事由の為に事業の継続が不可能となり、その事由について労働基準監督署長の認定をうけた場合を除きます。
（１）業務上の傷病により療養の為に休業する期間
（２）産前産後の女性が休業する期間
第４０条（契約解除）
従業員は、契約締結に際し明示された労働条件が事実と相違する場合には、即時契約を解除することが出来ます。
２．この場合に、就業の為に住居を変更した従業員が契約解除の日１４日以内に帰郷するときは、会社は必要な旅費を負担します。
第７章　労働時間
第４１条（所定労働時間）
所定労働時間は毎月１日を起算日とする１ヶ月単位の変更労働時間制により、１ヶ月を平均して１週間当たり４０時間を超えないものとします。
２．各月における各日の勤務形態は、部署単位のシフト表を個人別に設定し、社員に通知します。各月１日からの一ヵ月間とし、１年間で１２期とします。
３．第５３条（休日）の規定に従い、振り替えられた休日の労働時間は振替先の日の所定労働時間とします。
４．労働時間とは、それぞれの職場に関連した職務に就いている実労働時間をいい、第１項に定められたか、若しくは第４３条によって変更となった時刻、又は所定の始業時刻及び終業時刻に関わらず、現実に業務に従事した時間の合計であり、とびとびになっている場合には途中の休憩時間を除いてとびとびの時間を通算して所定労働時間になった時刻を就業時刻とみなします。従って所定の始業時刻に遅刻した場合の労働時間の計算は、遅刻による出社時刻を起算します。但し遅刻又は私用外出した人が所定終業時刻を過ぎても労働すべき指示のない場合には、所定労働時間の不足に係わらず、所定終業時刻で終業となります。
５．労働時間は、管理者の指揮下にある時間をいい、着替え・手洗い等の時間を含みません。
　　　　
第４２条（事業場外勤務の場合の労働時間）
出張・外勤等の業務の都合により事業場外で労働時間の全部又は一部を労働する場合であって、その労働時間を算定し難しいような職務に従事する人には、所属長が直接その業務状態を把握できない為、前条の所定労働時間を労働したものとみなします。但し、所属長が予め特定の指示をした場合には、通常の取扱をします。
第４３条（始業・終業時刻の変更）
業務の都合その他の事情によって必要がある場合には、全部又は一部の人について、所属長は第４１条の始業及び終業時刻を変更することがあります。
第４４条（変形労働時間）
業務の都合その他の事情によって必要がある場合には、従業員の全部又は一部の人について、所属長が特定する日又は週に、４週間を通じ平均１週４０時間以内（４週間について１６０時間以内）の所定労働時間を超えない範囲で第４１条の労働時間と異なる取り扱いをすることがあります。但し、１８歳未満の人には適用せず、かつ、１日１１時間を超えることはありません。
第４５条（所定労働時間外労働）
業務の都合その他の事情によって必要がある場合には、所属長は、全部又は一部の人について早出・残業又は呼び出しによりその日の所定労働時間を超える労働をさせることがあります。但し、法定労働時間を超える場合には、予め従業員代表と書面による協定をして労働基準監督署長に届け出た範囲でさせます。
２．所属長の指揮によらないで所定労働時間外労働をしても、緊急の理由等で事後承認をうけない限り、時間外労働として認めません。
第４６条（年少者労働）
１８歳未満の人には、１日の実働８時間を超える労働をさせません。
２．１８歳未満の人であっても、１週間の労働時間が４０時間を超えない限り、１週間の内、１日の労働時間を４時間以内に短縮する場合には、他の日の労働時間を１０時間まで延長することがあります。
第４７条（深夜業労働）
２２時より５時迄の間の深夜業時間には、１８歳未満の人には労働させません。
第４８条（非常事態における労働時間）
災害その他避けることのできない事由で臨時の必要がある場合には、法定の手続きを経て、その必要の限度で第４４条・第４５条及び前条の規定等があっても、時間外労働及び深夜業労働をさせることがあります。
第８章　休憩
第４９条（休憩時間）
休憩時間は、１日の労働時間が６時間を越える場合においては４５分以上、８時間を越える場合においては１時間以上とし始業時刻と終業時刻の途中において、１回又は数回に分けて与えます。
第５０条（休憩時刻）
休憩時刻は、所属長が業務の事情に応じて原則の時刻を定めますが、業務の都合その他の事情で変更することがあります。
２．時間外労働中の休憩時間及び休憩時刻は、所属長がその都度定めます。
第５１条（育児時間）
生後１年にならない乳児を保育する女性が予め申し出た場合には、定められた休憩時間の他に、午前及び午後に３０分ずつの育児時間を与えます。
第５２条（休憩の自由利用）
休憩は、交替休憩とし、従業員は原則として、休憩時間を事業場において自由利用するものとし、事業場外で休憩する場合には、自宅で休憩するときの他は、所属長に申し出なければなりません。又、休憩時間を過ぎるような場合には、その予定時間について承認をうける必要があります。
第９章　休日
第５３条（休日）
従業員の休日を次の通りとします。
（１）法定休日＝週一回
　　　但し、業務の都合により全部又は一部の人に４週間を通じて４日とし、予め指定することがあります。休日は本人の事情を参酌して会社が指定します。
（２）特定休日
　　　法定休日とは別に、必要に応じて業務事情等を参酌して、予め指定します。
２．定期社員の場合には原則として前項の定めを適用しますが、臨時社員の場合には個別に契約して定めます。

第５４条（休日の振替）
業務の都合その他の事情によって必要がある場合には、前日迄に休日を会社の指定した日と振り替えることがあります。
第５５条（休日労働）
業務の都合その他の事情によって必要がある場合には、一部の人に休日に労働させることがあります。
２．前項の休日のうち法定休日の場合には、予め従業員代表と書面による協定をして、労働基準監督署長に届け出た範囲でさせます。
３．１８歳未満の人は、前条の但し書きに定める振り替えを別として、休日に労働させることはありません。
４．所属長の指揮によらないで、休日労働をしても、緊急の事由等で事後承認をうけない限り、休日労働として認めません。
第５６条（休日の出張）
出張中に指定された休日がある場合には、予め振替をしますが、振替をしなかった場合には休日とします。
２．宿泊を必要とする出張の場合に、休日にわたって労働すること、又は、休日に日帰り出張することを予め指示された場合には、休日労働と同様に取り扱います。但し、その日の労働時間を算定しにくい場合には、所定労働時間について休日労働したものとみなします。
３．宿泊を必要とする出張の場合には、出張の往路若しくは、帰路又は、出張先間の移動中における休日を休日労働とみなしません。但し、物品の監視等別の指示がある場合には、休日労働とします。
第５７条（非常事態における休日労働）
災害その他避けることのできない事由で臨時の必要がある場合には、法定の手続きを経て、その必要限度で第５４条の定めがあっても休日労働をさせることがあります。
第５８条（従業員旅行等の実施）
従業員旅行・記念行事等で出社を強制する場合には、休日以外の労働日に実施、出社を強制しない場合には、休日又は休暇日に実施します。
第５９条（宿日直）
１８歳以上の従業員に対して所定労働時間を超えて、又は休日に宿直又は日直の勤務に就かせることがあります。
２．宿日直者は、本来の職務に従事することなく、次に掲げる事項を行います。
（１）定時的巡視
（２）事業場建物・設備・備品・商品・書類・預かり物等の保全
（３）緊急の文書又は電話の収受並びに外部との連絡
（４）非常事態発生の場合の処置
（５）前各号に関連する事項
第６０条（管理者及び専門職者の労働時間・休憩及び休日）
第５条第２項に定める管理者及び第６条第２項に定める専門職者には、原則として、始業時刻・終業時刻・労働時間・休憩及び休日の定めを準用しますが、業務の都合によっては、業務に支障が出ないことを前提に、労働時間等を決定できます。
第６１条（臨時休業）
業務の都合その他の事情によって必要がある場合には、全部又は一部の人に第５３条に定める休日の他に、特定の日を予告して、あるいは第４１条に定める始業時刻後又は終業時刻前に、臨時休業させることがあります。
第１０章　休暇
第６２条（年次有給休暇）
従業員のうち年次毎に労働すべき日の８割以上出勤した場合には、継続し、又は分割した次の表の通り勤続年数に応じた日数の年次有給休暇を請求することができます。この場合の起算日はそれぞれが新規就労した月の日とします。     
	勤続年数
	６ヶ月
	１年
６ヶ月
	２年
６ヶ月
	３年
６ヶ月
	４年
６ヶ月
	５年
６ヶ月
	６年
６ヶ月以上

	有給休暇日数
	10日
	11日
	12日
	14日
	16日
	18日
	20日


２．前項の規定にかかわらず、週所定労働時間が３０時間未満であって、週所定労働日数が４日以下又は年間所定労働日数が２１６日以下の者については、次に掲げる表の通りの日数の年次有給休暇を請求することができます。

	週所定
労働日数
	１年間の
所定労働日数
	６ヶ月
	１年
６ヶ月
	２年
６ヶ月
	３年
６ヶ月
	４年
６ヶ月
	５年
６ヶ月
	６年
６ヶ月以上

	４日
	169～216日
	７日
	８日
	９日
	10日
	12日
	13日
	15日

	３日
	121～168日
	５日
	６日
	６日
	８日
	９日
	10日
	11日

	２日
	 73～120日
	３日
	４日
	４日
	５日
	６日
	６日
	７日

	１日
	48～ 72日
	１日
	２日
	２日
	２日
	３日
	３日
	３日


３．年次有給休暇を請求する人は、１週間前までに届け出なければなりません。但し、届け出る余裕がなかったが、連絡があって業務上差し支えがない場合に限り年次有給休暇として取り扱います。
４．年次有給休暇を請求する場合には半日或いは時間単位の分割を認めません。
５．年次有給休暇は本人の届け出のあった時季に与えます。但し、業務の都合によってやむを得ない場合には、これを分割させるか、又は時季を変更させることがあります。
６．労働すべき日とは、原則として出勤日を指します。なお、業務上傷病にかかり療養の為の休業期間・産前産後の休業期間、育児休業期間、介護休業期間及び年次有給休暇の行使日を出勤日に出勤したものとして計算します。ただし、会社に責めのある事由又は不可抗力で休業した日、特別休暇及び生理休暇の行使日は出勤日として計算しません。また、休日労働をした日も出勤日として計算ません。
７．年次有給休暇を請求する場合には、発生後２年間に限り有効とし、当年度発生分から請求することとします。
８．退職又は解雇させられた場合には、使わなかった残りの年次有給休暇の行使権は消滅します。
９．届け出による欠勤者が出社後に年次有給休暇に振り替えを申し出てきた場合には、欠勤当日の業務事情に応じて認めることがあります。
第６２条の２（計画的付与）
労使協定に基づき、年次有給休暇の５日を除く残日数について計画的に与えることがあります。

第６３条（特別休暇）
会社は、次の掲げる各号の１に該当する一般社員及び定期社員に対し、本人の請求により次の特別休暇について日数を定めて与えます。但し、第１号、第２号、第３号、第４号以外は無給とします。
（１）結婚の時
　　　①本人（入籍を条件とします）＝５日以内
　　　②子女・兄弟姉妹＝１日
（２）配偶者出産の時＝１日
（３）死亡の時
　　　①配偶者（会社に届け出た内縁関係を含みます）＝３日以内
　　　②子＝３日以内
　　　③父母＝３日以内
　　　④祖父母・兄弟姉妹・配偶者の父母・孫・子の配偶者＝１日
（４）表彰により与えられた時＝会社が与えた期間
（５）天災事変その他これに類する災害に係って、特に必要と認めた時。但し、罹災事情に応じて延長することがあります。＝会社が認めた期間
（６）伝染病その他の為に法令によって交通が遮断され、又は、染病予防伝の為就業を禁止された時（本人の罹病の場合を除きます）＝会社が認めた期間
（７）その他会社が必要と認めた時＝会社が認めた期間
２．父母には養父母及び継父母並びに婚姻により氏を変えた場合の配偶者の父母を含み、配偶者の父母とは本人の氏に変わった配偶者の父母をいい、その他は実の血族をいいます。
３．特別休暇をうけようとする人は、事前に、若しくはその余裕のない場合には速やかに、証明書を添えて所属長に願い出なければなりません。
４．特別休暇の期間は、事由が発生した日から計算を初めて、第１号及び第３号については連続計算し、休日又は他の休暇がその間にある場合には、その日数も連続計算します。
５．１週間以上の欠勤期間中に特別休暇の事由が発生した場合には、その請求を認めないことがあります。
６．所定の手続きを怠り、又は虚偽の願い出をして、特別休暇をうけた場合には、無断欠勤として取り扱うことがあります。
７．休暇事由が終業時刻後に発生したとき、若しくは労働時間中に発生したが本人が希望したとき、又は業務の都合その他やむを得ない事情があって会社が変更の必要を認めたときは、起算日又は、休暇日を変更することがあります。
第６４条（休暇中の呼出）
前各条の休暇を使っているときでも、業務の必要がある場合には、本人の同意を得て呼び出して労働させることがあります。
２．この場合には、呼び出し迄の時間については会社の責めによる休業として取り扱い、継続した日に特別休暇を、また、別の日に有給休暇を取得することができます。
第６５条（産前産後休暇）
６週間（多胎妊娠の場合にあっては１４週間）以内に出産する予定の女性が請求した場合、若しくは産後８週間を経過しない女性には、その期間を産前産後休暇とします。但し、産後６週間を経過した女性が請求した場合であって、医師が支障がないと認めた業務に就く場合には、休暇を打ち切ります。
第６５条の２（母性健康管理の為の休暇等）
女性従業員から母子保護法に基づく保健指導又は健康診査を受ける為に、通院休暇の請求があったときは次の範囲で休暇を与えます。
（１）産前の場合
　　　①妊娠２３週迄＝４週に１回
　　　②妊娠２４週から３５週迄＝２週に１回
　　　③妊娠３６週から出産迄＝１週に１回
　　　　但し、医師又は助産婦（以下「医師等」という）が）これと異なる指示をしたときには、その指示により必要な時間。
（２）産後（１年以内）の場合
　　　　医師等の指示により必要な時間。
第６６条（育児休業等）
従業員は１歳に満たない子を養育する為に必要があるときは、会社に申し出て育児休業をし、又は育児短時間勤務制度の適用を受けることが出来ます。
２．前項の育児休業等に関する事項は別に定めます。
第６６条の２（介護休業等）
社員のうち必要のあるものは、会社に申し出て介護休業をし、又は介護短時間勤務制度の適用を受けることができます。
２．介護休業をし、又は介護短時間勤務制度の適用を受けることができる社員の範囲、その他必要な事項については別に定めます。
第６７条（業務上傷病休暇）
業務上の負傷又は疾病によって療養中の場合には、その期間について業務上傷病休暇とします。
第６８条（生理休暇）
生理日の労働が著しく困難な人、又は生理に有害な業務に従事する人が請求した場合には請求日数の期間について生理休暇を与えます。
２．業務においては、立ち作業を必要とし、又運搬・けん引・持ち上げ・その他相当な労働を必要とする場合、会社は第４９条に定める休憩時間以外に特別の休憩時間を与え、かつ、休憩の為の施設を設ける他、必要ある場合には担当職務以外の業務に就かせて、生理に有害な業務に従事させないように取り計らいます。
第６９条（公民権の行使）
従業員が労働時間中に選挙その他公民としての権利を使ったり、義務を履行したり、又は公の職務をとる為に予め申し出た場合には、それぞれに必要な時間又は日数を与えます。
２．この申し出があった場合には、権利の行使・義務の履行又は職務をとる上で支障がない限度で、その時間及び日を変更することがあります。
３．この場合に、本人に関する裁判の行使は公民としての権利と認めず、又本人の不正行為により官公庁より公用出頭を命ぜられた場合も認めません。

第１１章　給与、慶弔見舞金及び退職金
第７０条（給与の規定）
従業員の給与に関する事項は別に定めます。

第７０条―２（慶弔見舞金の規定）
従業員の慶弔見舞金に関する事項は別に定めます。

第７０条―３（退職金の規定）
従業員の退職金に関する事項は別に定めます。

第１２章　服務規律
第７１条（趣旨）
会社が規則で従業員を規律するのは、いたずらに従業員を取り締まる為に拘束づけるものではなく、それぞれ能力及び性格の異なった人達による小集団を円滑かつ、合理的に秩序づけることによって、業務の運営が順調に遂行されるからです。従って、従業員はそれぞれが組織の重要な一員であることを心得て会社・従業員・お客様・取引先・その他の為に秩序づけた規律を守る必要があります。
第７２条（基本的事項）
規則及び随時に発表する告示は必ず守らねばなりません。従業員の意見は常に尊重しますが、決定したことについては、それぞれの意思に反することであっても従わねばなりません。
２．所属長の指揮に従わないで勝手に行動をとってはなりません。職務上の意見を所属長に言うのは結構ですが、決定したことには従わねばなりません。
３．指示された人、又は権限委譲をうけた人は、結果を所属長に報告しなければなりません。報告がないと、所属長は十分な意思決定が出来ないからです。
４．常に時間をよく守り、業務は積極的に正確に早く行い、従業員及びお客様には懇切丁寧にしなければなりません。
５．旅館業の特殊性に鑑みて、従業員は常にお客様が気持ちよく楽しめるように工夫努力し、言葉遣い動作、髪型、服装等に注意して、お客様に不快の念を与えてはなりません。
６．円滑な職務遂行を妨げ、または職場の環境を悪化させるような相手方の望まない性的言動を慎み、又、その性的言動に対する相手方の対応によって一定の不利益を与えるような行為を行ってはなりません
第７３条（入退場に関する事項）
従業員は、入場後に着替えをして、管理者に出社の報告をした後タイムシート又はタイムカードに記録して就業しなければなりません。
２．終業後は、すぐに管理者に報告した後タイムシート又はタイムカードに記録し着替え、化粧、洗面、手洗い等を済ませて退場しなければなりません。

第７４条（遅刻・早退・私用外出及び欠勤に関する事項）
遅刻する人は、事前に所属長の承認をうけねばなりません。
２．始業時刻より１時間を超えて遅刻する予定のある人は、必ず出来るだけ早く連絡しなければなりません。
３．天災事変のような不可抗力の他に、交通事故等も全て会社に責めがないのですから休業の取り扱いをします。
４．労働時間中に早退又は私用外出をしようとする場合には、所属長の承認が必要です。
５．欠勤者は、遅くとも当日の始業開始１時間前までに、口頭・書面・電話又は伝言により所属長の承認が必要です。
６．業務外傷病の為、４日以上欠勤する場合には、医師の診断書を添えた届け出が必要です。診断書の届け出のない場合には、私用欠勤として取り扱います。
７．無断欠勤をしてはなりません。
８．１４日以上連続欠勤した人が、出社後１ヶ月以上連続実働できない場合、又は欠勤が頻繁である場合には、欠勤がとびとびになっていても欠勤日を通算して取り扱うことがあります。
９．所属長が実働を確認できなかったとき、所属長の指揮に従わないで他の職務に従事したとき、どの職務にも従事しなかったとき、又は無断で立ち寄り勤務したり、直帰したりしたときは、所属長は、入場時刻・退場時刻又は労働時間について、欠勤・遅刻・早退又は私用外出と認定することがあります。
10．会社は、従業員を必要として雇用契約しているのですから、欠勤・遅刻・早退及び私用外出が会社及び他の従業員に迷惑をかけることを十分に知らねばなりません。
第７５条（就業禁止に関する事項）
会社は、次のような場合については、入場を禁止し、又は退場を指示します。
（１）業務上の指揮に理由なく反抗したり、拒んだり、規則に違反する等事業場の秩序を乱した場合
（２）日常携帯品以外の事務上必要でないものを会社の許可なく携帯する場合
（３）業務上の必要でなく、事業場で飲酒し、又は酒気を帯びて入場する場合
（４）衛生上有害と認められる場合
（５）素行不良で事業場及び従業員の秩序及び風紀を乱した場合
（６）会社の許可なく、事業場で集会・講演・宣伝・放送・示威行進・競技・文化活動、文書等の掲示若しくは配布・腕章・鉢巻・リボン・ゼッケンなどの着用、垂れ幕・旗幟などの備え付け等をした場合
（７）欠勤・休暇・休職又は労働時間外の為に不就業中の人が、会社の指揮又は承認によらないで入場した場合
（８）規則の定めにより就業を禁止されている場合
（９）懲戒処分により出勤停止中の場合
（10）その他前各号に準ずる事情があって入場を禁止するか、又は退場を指示する必要がある場合
（11）業務を妨害し、若しくは会社の秩序を乱し、又はその恐れのある場合（セクシャル・ハラスメントによるものを含む）
第７６条（職務遂行に関する事項）
規則に定める手続きを怠たり、或いは偽りの行為をしてはなりません。
２．故意又は重大な過失によって会社に不利益を及ぼしたり、業務の運営に支障を来したりしてはなりません。
３．業務日誌等に不正記入などをしてはなりません。
４． 会社の設備を大切にし、材料・消耗品等を節約し、商品・預かり品・書類は丁寧に取り扱い、厳重に保管しなければなりません。
５．職務権限を越えて専断的に振る舞うことは他人が迷惑することを十分に反省し、理由の如何を問わず行ってはなりません。
６．会社の許可なく、労働時間中に労働条件等について申し入れをしてはなりません。
７．所属長は、所属従業員の懲戒に当たる事実を隠してはなりません。
８．職務上の地位を利用して他の社員に交際を強要し、または性的関係を強要するなどの行為をしてはなりません。
第７７条（職場の秩序に関する事項）
会社の許可なく、事業場において業務外のことで物品を売買したり、仲介したり、又は契約したりしてはなりません。
２．会社の告示を勝手に汚損・抹消・改変又は破棄してはなりません。
３．事業場で暴力を振るったり、傷害行為・喧嘩口論等をしたり、若しくは脅迫等したり、又は職務遂行を妨害してはなりません。
４．みだりに自分の職場を離れたり、勝手に休息したり、職務外のことをしたり、雑談したり、大声を発したり、喧噪にわたる行為等をしてはなりません。
５．所定の服装の着用を必要とする人は、必ず着用すると共に指定名札を付けねばなりません。
６．喫煙及び飲食は所定の場所でしなければなりません。
７．正当の理由なく、自分の職務を破棄して他人の職務を行ってはなりません。
８．会社の許可なく、業務外のことで私用外来者を事業場に誘い入れたり、面会したりしてはなりません。
９．会社が行う催物・行事に際しては、妨害するような行為をしてはなりません。
第７８条（会社財産保全に関する事項）
会社の許可なく、業務外のことで会社の設備（車両・電話を含みます）・物品・書類等を使用したり・持ち出したり・他人に使用させたりしてはなりません。
２．故意又は重大な過失によって、会社の設備・物品・書類・預かり物等を破損・変造・処分・紛失等してはなりません。この場合には弁償させますが、弁償によって懲戒を免れるものではありません。
第７９条（二重就職・兼職及び競業従事の禁止）
会社の許可なく、在籍のまま他の企業・団体等の役員に就任したり、若しくは従業員に就職したり、又は本人・家族その他の名義によって会社の益に反する業務に従事してはなりません。

第８０条（機密漏洩禁止）
会社の不利益となること、又は業務上の秘密若しくは未決事項を社外に漏らしてはなりません。
２．会社の許可なく帳簿・文書・預かり物その他の業務上の書類を他人の為に公開したり、閲覧させたり・複写・転写等をしたりしてはなりません。
第８１条（信用保持）
常に品位を保ち、会社・役員・管理者又は従業員の名誉を毀損する行為・信用を傷つける行為、又は体面を汚す行為をしてはなりません。
２．会社の経営に関し、故意に真相を歪曲し、または虚偽の事実をねつ造して、社内及び外部に宣伝・流布してはなりません。
３．従業員は、私事に関することに、会社の名称・自分の資格や職位等の呼称を用いたり、会社用の名刺を使ったりして、第三者に誤解を与えるようなことをしてはなりません。
４．従業員は、会社に関連する書証を他人に貸したり、流用したり、変造又は偽造してはなりません。
第８２条（饗応及び贈与をうけることの禁止）
職務を利用して私利をはかり、または関係先より慰労・謝礼その他金品の饗応・贈与をうけてはなりません。
第８３条（就労の為以外の活動の制限に関する事項）
従業員を誘い、若しくは強要して、欠勤・遅刻・早退又は私用外出をさせたり、業務を妨げたり、或いは退職をそそのかせたり、就職を斡旋したりしてはなりません。
２．事業場で政治活動（選挙運動を含む）宗教勧誘・署名運動・募金等を行ってはなりません。
３．事業場で違法の賭・賭博及び類似の行為をしてはなりません。
４．会社の許可なく、事業場で集会・講演・宣伝放送・示威行進・競技・文化活動、文書等の掲示又は配布・腕章・鉢巻・リボン・ゼッケン等の着用、垂れ幕・旗幟等の備え付け等をしてはなりません。
第８４条（公職に関する事項）
公職に立候補又は公職に就任する場合には、予め会社に届け出なければなりません。
２．前項の場合に会社が業務の遂行を阻害すると認めた場合には、必要期間について、第２９条第５号に定める休業を指示することがあります。
第８５条（教育への参加）
会社が行うか、又は参加する業務に関連する教育又は講習に出席の指示を受けた場合は、正当の理由なく断ることは出来ません。
２．前項の指示による場合の教育または講習時間は労働時間ですが、外部へ通う間は労働時間ではありません。また、前項の指示によらない場合は、教育または講習時間も労働時間ではありません。
第１３章　安全
第８６条（安全確保に関する事項）
従業員は、次の事項を守って安全の確保に努めなければなりません。
（１）機械器具装置車両等（以下「設備」といいます）は、所属長の許可なく、担当者以外の人が使用しないこと
（２）設備の使用の前後には必ず点検を行い、かつ、作業中は定められた動作・手順・方法を厳守すること
（３）点検時及び作業中に故障若しくは危険な箇所を発見した場合には、適宣な処置をとると共に、直ちにその旨を所属長に報告すること
（４）常に事業場の整理整頓をよくして災害の防止に努め、特に屋内屋外の通路・消火設備のある箇所には物品を置かないこと
（５）所属長の許可なく、運転中の設備の掃除又は手入れをしないこと
（６）所属長の許可なく、電気・ガス・水道その他の設備を取り付けたり、改変したり、移設したり、又は取り外したりしないこと
（７）所属長の許可なく、安全装置・保護具・標示等の災害防止装置を取り除き、又はその効力を失わせるようなことをしないこと
（８）免許資格を必要とする業務を取り扱う場合には、無免許者又は無資格者は関与しないこと
（９）危険の為出入り又は通行を禁止した場所には業務上必要の場合以外は立ち入らないこと
（10）火気については特に注意し、煙草その他の火気を誘導しやすい物品を取り扱う場合には、事故のないようにすること
（11）業務中は危害の及ばない場所を選んで動作すること
（12）災害を引き起こしやすい服装・身だしなみをしないこと
（13）その他災害防止に努めること
第８７条（非常時の措置）
従業員は火災その他の非常・災害を発見し、又はその危険があることを知った場合、或いは異常を認めた場合には直ちに臨機の措置をとると共に、その旨を所属長及び関係者に急報して、その指示に従わねばなりません。
２．非常災害が発生した場合は、協力して被害を最小限に止めるよう努めなければなりません。
３．労働時間外であっても非常災害を知った場合は、直ちに出勤して防止の指示に従わねばなりません。
４．従業員は、消防具及び救急用品の備付場所及び使用方法並びに非常持出品の保管場所を常によく知ってなければなりません。
５．緊急の場合は、来客の生命の安全を優先し、避難・誘導などの切な措適置をとることです。
第８８条（傷病発生時の措置）
従業員は、労働時間中又は事業場で発病又は負傷した場合には、直ちに所属長又は担当者に申し出て、その指示をうける必要があります。
２．お客様が事業場で発病又は負傷した場合には、すぐに所属長及び関係者に連絡して、応急の措置をとらねばなりません。

　　　第１４章　　保健衛生
第８９条（保健衛生遵守に関する事項）
従業員は、次の事項を守って保健衛生の確保に努めなければなりません。
（１）事業場の清潔に留意し、廃棄物を所定場所以外に捨てないこと
（２）会社が行う衛生掃除に協力して清潔を保つこと
（３）所属長の許可なく、衛生設備を取り除き、又は効力を失わせるようなことをしないこと
（４）調理場及び厳しい衛生管理が必要な場所には、業務上必要の場合以外は立ち入らないこと
（５）衛生を損なう恐れのある業務に従事する場合には、必ず所定の保護具を使用すること
（６）免許資格を必要とする業務を取り扱う場合には、無免許者又は無資格者が関与しないこと
（７）その他保健衛生に努めること
第９０条（健康診断）
会社は常時使用する労働者に対して毎年１回以上定期に健康診断を行います。
２．必要がある場合には、従業員の全部又は一部の人について、臨時に健康診断を行うことがあります。
３．健康診断を指示された人は、必ず受けなければなりません。

第９１条（予防注射及び接種）
必要がある場合には、従業員の全部又は一部の人に、予防注射又は予防接種を行います。但し、疾病その他やむを得ない事情の為に、前条に定める健康診断又は前段の予防注射若しくは予防接種を受けなかった人は、所属長に届け出て指示をうけなければなりません。
第９２条（就業禁止）
法令で禁止されている人を就業させません。但し、予防措置を講じた場合には、就業させます。
第９３条（就業制限又は転換）
法令で定める人には、健康要保護者若しくは、要注意者として、就業制限・職場若しくは職種の転換、又は治療その他保健衛生上必要の措置をとります。

第９４条（同居者の伝染病罹患の場合）
同居の家族又は同居人が法定伝染病にかかるか、若しくはその疑いのある場合には、すぐにその旨を所属長に届け出なければなりません。
２．この届け出があった場合には、消毒・予防注射その他を行って、就業を禁止することがあります。
第９５条（就業禁止及び制限の取り扱い）
法令により就業を禁止又は制限された場合には、その期間欠勤・遅刻・早退又は規則第２９条第４号による休職として取り扱います。

第１５章　災害補償
第９６条（災害補償の定義）
業務上の事由で負傷したり、疾病にかかったり、又は死亡した場合には、会社は法令又はこの規則の定めによって災害補償を行います。
第　９７条（療養補償）
業務上負傷し、又は疾病にかかった場合には、会社は必要な療養を行うか、又は必要な療養費を支払います。
第９８条（休業補償）
前条に定める療養の為労働できない場合には、労働基準法に定める休業補償を支払います。
第９９条（障害補償）
業務上により傷病治療後に尚身体に障害を残す場合には、会社は、その障害の程度に応じて労働基準監督署長の認定により、労働基準法施行規則別表第２に定める等級に従った金額を、障害補償として支払います。
第１００条（補償制限）
故意又は重大な過失で災害を発生させたと認められる場合には、労働基準監督署長の認定をうけて、補償の全部又は一部を行わないことがあります。
第１０１条（遺族補償）
業務上死亡した場合には、会社は、遺族に対して平均賃金の１０００日分を遺族補償として支払います。
第１０２条（葬祭料）
従業員が業務上死亡した場合には、会社は葬祭を行う人に平均賃金の６０日分を葬祭料として支払います。
第１０３条（打切補償）
第９７条の定めによって療養補償をうける人が、療養開始後３年を経過しても、尚その傷病が治らない場合は、会社は平均賃金の１２００日分の打切補償を支払います。
２．この打切補償を支払った場合は、その後にこの規則による補償を行いません。
第１０４条（他の法律との関係）
この規則によって補償をうける人が、同一の理由で、労働者災害補償保険法によって災害補償に相当する保険給付、又は民法によって損害補償、或いは、自動車賠償保障法によって補償給付をうける人である場合は、会社はその限度で、この規則に定める補償を行いません。
第１０５条（補償の立替）
業務上の傷病にかかり費用を必要とした場合は、会社は労働者災害補償保険法により補償の支払われる日迄、補償支払額の範囲内で立て替えることがあります。
第１０６条（補償保留）
正当な理由なく診療を拒み、又は故意に法による給付をうけない場合は、会社はその期間、この規則の定める補償をしないことがあります。
　　　第１６章　　表彰
第１０７条（表彰の目的）
会社は、従業員の労働意欲向上を図る為に、従業員個人又は職場について、次の各号の一を管理者に諮って選考の上表彰します。
　（１）勤続表彰
　（２）皆勤表彰
　（３）功労表彰
　（４）その他前各号に準ずる表彰
第１０８条（勤続表彰）
勤続表彰は毎年１２月３１日現在で、次の期間継続勤務した人に対して行います。
　（１）５年
　（２）１０年
　（３）１５年
　（４）２０年
　（５）３０年
２．この勤続期間については、出向及び会社の責めによって休職させた場合の休職期間を加算する他、定期社員については、契約期間を通算することがあります。
３．第１項の勤続期間を経過した人が、勤続表彰を受ける前に死亡又は業務外の傷病で退職した場合には遺族又は本人の出席を得て表彰します。
第１０９条（皆勤表彰）
皆勤表彰は、毎年７月３１日現在において過去１ヶ年間欠勤・遅刻・早退及び私用外出のなかった人で、かつ誠実に勤務して従業員の模範となる人に対し、行うことがあります。
第１１０条（功労表彰）
功労表彰は、会社の業績向上・経営効率の増進・会社と従業員の信用及び名誉に貢献する等のような次の場合に当たる人又は職場に、定期又は臨時に行います。
（１）業務上他の模範となるようなことをして特別の成果をあげた場合
（２）業務能率が著しく優れ、緊急の業務に従事して格段の成果をあげた場合
（３）業務上の有益又は不利益となる重大な事項を、機を失せず報告し、その為に会社に貢献した場合
（４）業務上有益な企画をたてたり改善・工夫の立案をしたり、又は提案が提案規定により採用された場合
（５）単独若しくは協力して火災その他の災害を未然に防止し、又は災害を発見すると共に機を失せず適宣の処置をとって、災害を防止又は救助した場合
（６）業務に関する講習・教育・競技等に出席又は出場して、その成績が優秀な場　　　合
（７）国家的・社会的功績があり、会社及び従業員の信用及び名誉となるようなことをした場合
（８）人物・技能又は知識が優れ、他の模範となった場合
（９）その他前各号に準ずるような事績があって、会社が表彰の必要を認めた時
２．前項に定める表彰は、該当事項について従業員個人及び所属職場を同時に表彰することがあります。
３．第１項各号に定める事項について表彰をうけた人又は職場が、後日該当事項による業績向上の為に追加表彰をうけることがあります。
第１１１条（表彰の種類）
表彰は、必要に応じて社長が次の各号の一若しくは二以上を管理者に諮って選考のうえ決定します。
（１）表彰掲示
（２）賞状授与
（３）賞品授与
（４）特別賞与
（５）特別有給休暇
（６）家族慰安
（７）研修出張
（８）特別昇給
（９）特別昇格
２．会社は、表彰をうけた人について、既にうけた懲戒処分の記録の全部又は一部を抹消することがあります。
第１１２条（表彰の時期）
表彰は、定期表彰と臨時表彰とに区分し、定期表彰は毎年８月に実施し、臨時表彰は必要の都度、実施します。
第１１３条（表彰の実施と掲示）
表彰は、社長が実施のうえ事業場に掲示します。
第１１４条（表彰の手続）
所属長は、所属従業員の中に表彰にあたいする事実を認めた場合には、速やかに実態を調査して詳細に記述し、自分の意見を具申した推薦書を社長に提出して審査をうけねばなりません。

２．従業員は、従業員の中に表彰にあたいする事実を認めた場合には、所属長を経由して社長に表彰を推薦することが出来ます。
　　　第１７章　　懲戒
第１１５条（懲戒の種類と決定方法）
懲戒は、その程度及び情状によって検討のうえ、管理者に諮って、社長が決定します。
（１）譴責＝始末書をとり将来を戒めます。
（２）減給＝始末書をとり将来を戒めると共に、１回につき平均賃金の半日分以内の減給をします。但し、２回以上にわたる減給の場合であっても、減給の総額は、その月の賃金総額の１割以内です。
（３）出勤停止＝始末書をとり将来を戒めると共に、２週間以内の出勤を停止して、その期間中は欠勤として取り扱い、かつ、賃金を支払いません。
（４）降格降職＝始末書をとり将来を戒めると共に、管理者の解任・資格の降級又は職場の下級への変更を行って、将来の経済的利益を失わせるか、若しくは将来得られるであろう経済的利益を失わせます。
（５）諭旨解雇＝退職願の提出を勧告し、任意退職に応ずるときには減給した退職一時金を支払いますが、７日以内に応じない場合には懲戒解雇します。
（６）懲戒解雇＝退職金を支給しないで、原則として即時に解雇します。
第１１６条（懲戒の事実の申告）
所属長は、所属従業員の中に懲戒にあたいする事実があると認めた場合には、実情を調査のうえ所属長を経由して社長に申告しなければなりません。
２．従業員が懲戒にあたいする人のことを知った場合には、同一職場の場合には所属長に、職場を異にする場合には、所属長を経由して社長に申告することが出来ます。
３．社長は、申告をうけた場合には、すぐに実情を十分に調査して、適宣の処置を講じます。
第１１７条（懲戒の判断実状）
懲戒処分は、違反行為の動機・故意若しくは過失の程度、暴力若しくは詐術の使用の有無若しくはその程度、実害の程度、行為者の境遇、勤務の成績・その行為後における勤務態度等諸種の情状を考慮して決定します。
第１１８条（免責の限度）
違反行為をした人は、違反行為が労働時間外であること、又は事業場外の行為であることを理由として責任を免れることは出来ません。但し、その違反行為の範囲を限定している場合には別扱いをします。
第１１９条（せん動・教唆・共謀・ほう助）
懲戒処分は、他人をせん動若しくは教唆して違反行為を行わせた人、他人と違反行為を共謀した人、又は他人の違反行為をほう助した人には、違反行為をした人に準じて懲戒を行います。
第１２０条（責任罰）
従業員が懲戒処分にあたいする行為をした場合には、所属長をその責任者として懲戒することがあります。但し、責任者が防止に必要な措置を講じたか、又は講ずることが出来なかった場合でもやむを得なかった場合には、懲戒を減免することがあります。
第１２１条（未遂罰）
違反行為をした人は、違反行為について目的を完全に果たせなかった場合でも、それを理由に責任を免れることは出来ません。
第１２２条（情状酌量による減免）
違反行為の程度が軽徴であるか、特に情状酌量の余地があるか、又は改悛の情が明らかに認められる場合には、懲戒の程度を軽減するか、又は懲戒を免除して訓告にとどめることがあります。

第１２３条（処分の保留）
懲戒にあたいする行為について刑事訴追をうけ、事件が裁判所にかかっている場合には、特別の理由があれば判決確定迄懲戒処分の決定を保留することがあります。
第１２４条（違反行為の準用）
出張その他で事業場外に赴いて違反行為を行った人には、本人属の場所でその違反行為を行われたものとみなして懲戒を行います。
第１２５条（損害賠償）
故意又は重大な過失によって、会社に損害を与えた場合には、損害を賠償させるか、又は不当利得の返還を行わせますが、その責任は資格喪失後も免れません。

第１２６条（不利益取扱）
懲戒処分を受けた人には、昇格・賞与の支払い・賃金の改定等の場合に、原則として１年間の不利益取り扱いをします。但し、その後の業績・執務態度及び勤務状況が良好の場合には不利益取扱の期間を短縮することがあります。
第１２７条（懲戒処分）
次の各号の一に該当する場合には懲戒処分をします。但し、情状によって懲戒にしないで訓告にとどめることがあります。
（１）規則又は告示を守らなかった時
（２）所属長の指揮又は会社の指示に従わなかった時
（３）会社の設備・資材・商品・書類・預かり品などを、おろそかにした時
（４）無断で私用外来者を職場に誘い入れたり、面会したりした時
（５）許可なく立入禁止の場所に入った時
（６）業務上の指揮又は業務外の許可によらないで始業時刻より前に入場し、または終業時刻後著しく事業場に滞在した時
（７）しばしば正当の理由なく欠勤・遅刻・早退及び私用外出をした時
（８）届出又は承認なしに遅刻・早退又は私用外出をした時
（９）無断欠勤した時
（10）業務上の指揮に不当に反抗し、拒み、又は違反して事業場の序を乱秩した時
（11）会社の許可なく、日常携帯品以外の業務上で必要でないものを携帯して入場した時
（12）業務上必要でなく、事業場で飲酒し、又は酒気を帯びて入場した時
（13）素行不良で事業場及び従業員の風紀を乱した時
（14）欠勤・休暇・休職又は労働時間外の為に不就業中の人が、会社の指揮又は承認なしに入場した時
（15）規則の定めで入場を禁止されている人が入場した時
（16）規則で定める手続きを怠るか、又は偽りの行為をした時
（17）故意又は重大な過失によって会社に不利益を及ぼし、業務の運営に支障をきたした時
（18）業務日誌などに不正記入などした時
（19）職務権限を越えて専断的に振る舞った時
（20）会社の許可なく、労働時間中に労働条件等について申し入れをした時
（21）許可なく、事業場において業務外のことで物品を売買したり、仲介したり、又は契約した時
（22）会社の告示をみだりに汚損・抹消・改変又は破棄した時
（23）事業場で暴力をふるったり、傷害行為・喧嘩・口論などをしたり、若しくは脅迫などを加えたり、又は職務遂行を妨害した時
（24）みだりに自分の職場を離れたり、勝手に休息したり、職務外のことをしたり、雑談をしたり、大声を発したり、喧嘩にわたる行為等をした時
（25）所定の服装及び名札を着用しなかった時
（26）所定の場所以外で喫煙及び飲食をした時
（27）正当な理由なく、自分の職務を放棄して他人の職務を行った時
（28）所属長に許可なく、私用外来者を事業場内に誘い入れたり、面会したり、又は労働時間中に業務外の電話をした時
（29）会社の行う催物・行事に際して妨害行為をした時
（30）故意又は重大な過失によって、会社の設備・物品・書類・預かり品等を破損・変造・処分又は紛失した時
（31）所属長の許可なく、業務外のことで会社の設備（車両・電話を含みます）・物品・書類等を私用したり、持ち出したり、他人に利用させたりした時
（32）自分の経歴を偽り、その他不正手段を用いて契約した時
（33）正当の理由なしに、異動を拒んだ時
（34）会社又は他人の金品を横領又は窃取した時
（35）許可なく、在籍のまま、他の企業・団体等の役員に就任したり、若しくは従業員に就職したり、又は本人・家族その他の名義によって会社の利益に反する業務に従事した時
（36）会社の不利益となること、又は業務上の秘密若しくは未決事項を社外へ洩らした時
（37）会社の許可なく、帳簿・文書・図面その他の業務上の書類を公開したり、閲覧させたり、複製・転写等をしたり、事業場を縦覧させたり、設備の模写をしたり等他人の為にした時
（38）会社・役員・管理者又は従業員の名誉を毀損する行為、信用を傷つける行為又は体面を汚す行為をした時
（39）会社の経営に関し、故意真相を歪曲し、若しくは虚偽の事実をねつ造して、社内及び外部に宣伝流布した時
（40）私事に関することで、会社の名称、自分の資格・職位等の呼称を用いたり、会社用の名刺を使った等して、第三者に誤解を与えるようなことをしたりした時
（41）会社に関連する書証を他人に貸したり、流用したり、変造又偽造した時
（42）職務を利用して私利を図り、または関係先より慰労・謝礼その他金品の饗応・贈与をうけた時
（43）他の従業員を誘い、若しくは強要して、欠勤・遅刻・早退若しくは私用外出させたり、業務を妨げたり、又は退職を唆せたり、他に就職の斡旋等をした時
（44）業務上の過失又は部下の過失を隠し、これによって会社に損害を与えた時
（45）事業場で政治活動（選挙運動を含みます）・宗教活動等をした時
（46）許可なく、事業場で署名運動をし、または募金等をした時
（47）労働時間中に睡眠その他怠情の行為をした時
（48）許可なく、事業場で業務外の集会・講演・宣伝放送・示威行進・競技その他の催物をし、または文書等の掲示若しくは配布・腕章・鉢巻・リボン・ゼッケン等の着用、垂れ幕・旗織などの備え付け等をした時
（49）事業物で違法の賭、賭博及び類似の行為をした時
（50）刑罰法規に違反して、禁固以上の刑に処せられ、事後の就業が不適当と認められた時
（51）他の懲戒処分をうけたにもかかわらず、全く改悛の見込みのない時
（52）出勤停止中にもかかわらずに、正当の理由なく入場した時
（53）懲戒処分をしたにもかかわらず、これを無視して従わなかった時
（54）会社内において、性的な関心を示したり、性的な行為を仕掛けたりして、他の従業員に業務に支障を与えたとき
（55）職責を利用して交際を強要し、または性的な関係を強要したとき
（56）その他前各号に準ずる行為のあった時
第１２８条（退職申出者の懲戒処分）
懲戒処分にあたる人が、処分決定前に任意退職の意思表示があっても、会社は、懲戒処分をすることがあります。
第１２９条（懲戒の発表）
懲戒は、掲示その他の方法により理由をつけて発表しますが、情状によっては、発表しないことがあります。

第１３０条（累犯）
会社は、懲戒をうけた人が１年以上内に再び懲戒処分にあたる行為をした場合には、原則として懲戒を加重します。
第１８章　その他
第１３１条（相談窓口）
人事上の取り扱いや労働条件上の相談（セクシャル・ハラスメントを含む）について、相談窓口を設置します。
第１３２条（苦情処理機関）
人事上の取り扱いや労働条件上の相談（セクシャル・ハラスメントを含む）について、苦情処理機関を設置します。
　　　付則
第１条（実施期日）
この規則は、平成１０年５月１日より実施します。
２．この規則は、平成１１年４月１日より実施します。
３．この規則は、平成１３年４月１日より実施します。
４．この規則は、平成１７年１０月1日より実施します。
５．この規則は、平成２０年１１月１日より実施します。

６．この規則は、平成２１年　３月１日より変更実施します。（給与規程）
７．この規則は、平成２１年　４月１日より変更実施します。

（育児介護休業等規程）

８．この規則は、平成２１年　８月１日より変更実施します。（慶弔規程）

９．この規則は、平成２２年　１月１日より変更実施します。（慶弔規程）

10．この規則は、平成２２年６月３０日より変更実施します。（育介規程）

11．この規則は、平成２２年１１月１日より変更実施します。（退職金規程）
12．この規則は、平成２３年１２月１日より変更実施します。

（本規則第16条，第18条）
13．この規則は、平成２４年１２月１日より変更実施します。

14．この規則は、平成２６年１２月１日より変更実施します。
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